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。方向として考えられるのは、大別して 2つある。才 1は、既存。 4大工業地
帯の外延的拡大の方向である。とれは、飽和状態にな bつつある既存の工業地




いう方向である。 ζれは、 「日本経済＠立地構造を、ょ b遠心的なものに変え























































中進地域としての北陸は、 19 3 5年。 4.8 'I>から 19 5 8年の 3.9 'I>l'C低下
しているし、山陰も 0.5 %から 0.4 %1'C$ ..ちている。（野口祐一郎・「シペリ
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計画とム－ 1-・ vc:支えられた 32～3 3年以降。息の長い岩戸景気も、国際収支
の赤字一金融引締めと、物価水準の一般的勝貴Kよって、いまや政策転換をせ
まられているといってよい。




































































準年次 31～3 4年度の総人口 1u 2万 8,70 0人から、 40年度には I0 4 
｝万 1,4 0 0人と想定されているが、これは自然増加は 3万 5,6 0 0人であるが、
社会増加は転出増で2万 6,8 0 0人減すあるから、その結果として純増加は、
8, 8 0 0人にとどまったからである。とこうが計画。終る 45年度では総人口
は 11 1.万台40 0人と想定されているが‘これは自然増加の 5万 5,.900人
氏、とんどは社会増加は転入増。 5万九 10 0人を加えた純増加 7万民 00 0 
人によってである。つま bζ の計画。前半の 5年間では社会増加については、

















結、 人 口 1, 02 8,7 0 0 1, 0 4 1,4 0 0 
( 31～・3 5} (36～40) 
自 然 増 カE 3 9,2 0 0 3 5,6 0 0 
社 会 増 カ日 ;'.:,. 27.700 よ込 26,800 
純 増 カ日 1 1,5 0 0 8,8 0 0 
生産年令人口 698,600 798,900 
実 労働力人口 515,700 5 5 ,40 0 
就業人口 510,500 55 0,9 0 0 
才一次産業 21 9,800 194,300 
数 ヨナ二次産業 124.6 0 0 153,000 
才三次産業 13 8.100 168,000 
（メJ 運輸公益事菜 2 8,0 0 0 35,6 0 0 
失業人 ロ 5,2 0 0 4,50 0 
労働力率 7 3.8 69.5 
構 就 業 率 99.0 ？虫~2
成
就業人口 1 0 .0 1 0 .0
比 才一次産業 4 3.1 35.3 
7:Y二次産業 24.4 2 7.8 
( %J 芳三次産業 27.0 30.5 





4 5年度 40年甚 45年度




7 5,0 0 0 
874.800 11 4 1 25 
589,700 1 0 8 11 4 
587,700 1 0 8 11 5 
168,000 88 76 
187,700 123 1 51 
1 9 1,1 0 0 1 22 1 38 
4 0,9 0 0 127 146 









これを就業人口についてみると、基準年次の 5 1万 50 0 0人から、 40年度
は 5 5万90 0人（ 108%）、 45年度は 5 8万 77 0 0 人（ 115~ ）と
増加している。産業別の内訳でみれば、才 1次産業は、基準年次の21万9800
人から 40年度は :1 9万 43 0 0人（ 8 8労｝、 45年度は 16万 80 0 0人
( 7 6労）と大巾左減少を見込み、逆に矛 2次産業は 12万 46 0 0人から、
1 5万 30 0 0人（ 123%）ー -3" 1 8万 77 0 0人（ 151%）と激増を見込
んでいる。また矛 5次産業、運輸公益事業でも、それぞれ大巾会増加が予測さ
れている。つま b就業人口については、芳 1次産業のみが大巾K減少し、他。
産業では大き〈増加し、と ＜vr.芳 2次産業では 1.5倍という激増が見込まれて
いる。かくして、基準年次では、全就業人口 K占める構成比率が、芳 1次産業は
4 3. 1 %であるのが、 45年度には 2a 6 %と激減し、逆に矛 2次産業は24.4



















才 2表 就 業 人 口
実 数 （人） 発 展 上七 （¢） 構 成 比 ( % ) 
区 分
基準（31～33 昭和40年 4 5年 40／基 45/40 45／碁 基準 4 0年 4 5年
総 数 510,500' 550,900 587,700 1 0 7. 9 1 0 6.7 1 1 5.1 1 oo,o 100.0 1 0 .0
ガ’ 一 次 産 業 219,800 194,300 168,000 aa4 86.4 7 6.4 43.1 35.3 28.6 
農 業 209,300 185,000 160,000 88.4 8 6.4 7 6.4 41.0 33.6 2 7.2 
林 業 4.40 0 4,0 0 0 える00 90.9 90.0 81. 8 0 . 9 0.7 0.6 
漁 業 6, 1 0 0 5,3 0 0 4.4 00 8 6.9 83.0 7 2.1 1.2 1.0 0.8 
* 一 次 産 業 1 2 4,60 0 1 5ミ000 187,700 1 22.8 122.7 150.6 24.4 27.8 31.9 一
鉱 業 1, 1 0 0 1.10 0 1, 1 0 0 1 0 . 0 1 0 .0 1 0 0. 0 0.2 〔J.2 0.2 
り吋
建 設 業 3 1,5 0 0 36,800 43,500 11 6.8 11 a2 1 3 8.1 6.2 6.7 7.4 
製 造 業 9 2,0 0 0 115,100 143,100 1 2 5.1 124.3 1 5 5.5 1 8.0 20.9 24.3 
ガア 一 次 産 業 138,100 1 6 8,00 0 1 9,1 0 0 1 2 1. 7 11 3.8 1 3 8.4 27.D 30.5 32.5 
多P 3τ全E~ 業 7 0,7 0 0 83,700 9 4,2 0 0 11a4 1 1 2.5 1 3 3.2 1 3.8 1 5.2 1 6.0 
金融保険不動産 5,9 0 0 7, 00 0 8, 1 0 0 11 8.6 11 5.7 1 3 7. 3 1. 2 1. 3 1.4 
サーピス業主子よび公務 6 1,5 0 0 77.300 88,8 0 0 125.7 11 4.9 1 2.0 1 4.0 1 5.1 
運輸公議事業 2a,ooo I 40,900! 1 27.1 11 4.9 1 4 6.1 5.5 6.4 7.0 
総合計画縞 2 8頁よタ





ヨナ 3 表 増 カ日 人 ロ （単位人｝
工業全部が立地した場合 昭和 4 5 年度
就業人口 全 人 口 就業人口 全 人 口
需要 純増 射水 富山 合計 需要 純増 射 7.K 富山 合計地域 ！高岡 地域 高岡
ヱ 業 37, 00口 33.9日 90, 500 17, 200 1口7.700 15, 300 13. soo 36.500 6，旬。 43.300 
建設業 2.800 300 1, 300 1. 30日 6, 800 4,800 7. 1日 2日 7. 300 
運車合企益 2,500 2,300 5,200 1, 500 6, 700 700 700 1, 900 30日 2.200 
芳三次 1a 600 15,3日 30, 700 a 900 39, 600 6,500 4,800 8. 900 3,800 12. 70口
計 I 60.吋山口1127.7円27.600 155,300 29, 30口 23.8口D 54,400 1. 100 i 65,5日 J 
総合計画編 3 0 6頁ょb
九’y 3 表によれば、射 7.K 地域開発計画 1-c:;1:,~ いて工場全部が立地した場合 K は、
就業人口の純増は 5万 1,8 0 0人であ b、また 4 5年度では純増は 2万三 8ci 0 
人である。との 2万三 8 0 0人のうち工業での増加は 1万三 5 0 0入、建設業
では 4,8 0 0人であ b、両者をあわせての才 2次産業全体では 1万 8,3 0 0人
の増加である。 ζο1万 8,3 0 0人とい 5増加数は、泉全体で ο才 2次産業。
就業人口の基準年次から 4 5年度までの増加数6万三 10 0人κ比較すれば、
小さい数κみえる。しかし、 ζ1の県全体での増加見込数 6万三 1 0 0人から射
水地域の増加数 1万 8,?i 0 0人を差引いた 4万 4.8 0 0人は、基準年次から45
年度までの 12～1 3年間での増加数であ b、 ζ れは年平均κして 3,4 0 0～ 
三 5 0 0人とい 5ととに念る。また 4 0～4 5年度を比較すれば、県全体での
芳 2次産業の増加数は 5万4,7 0 0人fある。とのうち射水地域での純増加分
は 1万 8,3 0 0人でるるから、これは才 2次産業全体の増加数の半分以上にあ
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たる。とうしてみれば、才 2次産業rc:l>.，.ける 40～4 5年度。増加数のうちに
占める射水地域の臨海工業地帯。造成による 1万 8,3 0 0人の雇用増という ζ
との、大きな意味がわかる。また予定の工場全部が立地した場合Kは、工業 5
万 3,9 0 0人、建設業 30 0人、計 5万4.2 0 0人の治加とな b、とれは相当
大き左増加である。要するに、もしとの射水地域の臨海工業地帯が造成されな
いをらば、芳 2次産業の就業人口の増加率は全国平均ょ bも下回るととになる
のである。ぞれが臨海工業地帯。造成Kよって、 4 0～4 5年度には全国水準
を上回ることが期待されているのである。
次に所得計画をみよう。
才 4表によれば、富山県ο県民所得総額は基準年次では 88 6億 2.5 0 0万
円であ b、とれは全国で 33番目であるが、県民 1人当 bにすれば 8万ム 15 2 
円であb、とれは全国平均の国民 1人当 b所得。 98. 2 <f,にあた夕、とれは10 
番目。順位であ D、ほほ全国平均水準にあることをしめている。（前掲『のび
ゆ〈富山県J1 7～1 8頁、参照）










成長率は、国の倍増計画。成長率である 7.8 %を上回る 8.0 %を見込んでいる。
しかし、臨海工業地帯になける成長産業または基礎産業を、まだ誘致ナるに
いたっていない計画の前期では、県民生産所得。成長率は因。場合工 bも若干
低い年率 7.5 %程度とみられている。｛前掲『総合計画編』 33頁、 『のびゆ
く富山県J1 9頁、参照）しかし、計画の後期になって、新港築造Kともない
成長産業または基礎産業が立地され、工業構造。体質改善がなされるならば、
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才 4表 県 内 生 産 所 千尋 （単位百万円）
基準 昭和 発 展 比 （¢） 構成比（%〕区 告を ｛昭和31～｝ 4 5年度
33年度 4 0年度 4 0／基 4 5 / 4 0 4 5／基 基 40 45 
1. ~、. 額 88,668 158,095 242,362 1 7&3 ( 7.5) 153.3 (8.9) 273.3(&0) 100. 0 1 D 0.D 100.0 
2. 芳一次産業 1 8,2 31 23,139 26,82 9 126.9(3,0) 115.9(3.0) 147.2(3.0) 20.6 1 4.6 11. 1 
農 業 1る，P96 2 1.7 0 4 2 5,2 7 3 127.7(3.1) 11 6,4 ( 3.1.) 148.7(3.1) 1 9.2 1三7 1 D.4 
林業、 狩猟業 532 605 652 1 1 3.7 1 0 l.8 1 22.6 0.61 0.4 D.3 
漁業水産養殖業 703 830 904 11 8.1 12 a6 1 2 a6 0.5 0.4 
3. :t二次産業 29,910 5 7,7 31 97,705 1 9 3.0 ( &6) 1 6史2(11.1) 32 6.8 （矢5) 33.7 36.5 40.3 
鉱 業 11 4 1 7 8 270 1 5 6.1 1 5 1.7 2 36.8 0.1 0.1 0.1 。、
建 設 業 る，913 1 0,8 4 3 16,42 4 1 56.8 1 51. 5 2 3 7.6 7. 8 も.9 6.8・ 
製 造 業 2 2,8 8 3 4 6,71 0 8 1,D 1 1 2 0 4.1（虫3) 173.4 (11.7) 354.0(10.3) 25.8 2 9.5 33.4 
4. 分二 IK 表業 3 2,81 8 61.7 68 9 2,2 91 1 88.2 ( &2) 149.4(&4) 281.2(&3.) 3 7.0 3ヌ1 38.1 
卸売業小売莱 1 3.7 0 0 2 5,58 4 38,181 1 86.7 1 4 9.2 2 78.7 1 5.4 1 6.2 15.8 
金融倒験不動産業 4,0 38 7.7 2 2 10,48 5 1 91.2 1 35.8 2 59.7 4.o 4.9 4.3 
サービス業公務 15,0 80 28,462 4 3,6 2 5 188. 7 153.3 28虫5 17.D tao 1ao 
5. 運輸通信公議事業 1 0,2 0 5 1ヌ451 31,2 7 8 1 90.6 ( &4) 1 6 0.8(10.0) 3 0 6.5（虫0) 1 1.5 1 2.3 1 2.9 
日一一一‘
6. 計 91,1 6 4 162,0 8 9 248,1 03 1 7 . 9 ( 7. 5) i 153.1(8.9) 2 7 2 2 ( 8. 0 ) 1 0 2.8 , 1山 1024 
7. （控除）
♂調 整 2.4 9 6 3.9 94 5,7 4 1 ! 16 o.o 143.7 230.0 iム乙8 6 2.5 ム 2.4I 項 目：
を' 
注 〈 ｝内数割ま今蔀をしめナ。 総合計画編 3 8頁よ b
県民生産所得水準は国。平均成長率よ bも高い年率 8. 9 労になるとされてい
る。したがって県の所得水準。上昇。目標が達成されるか否かは、射水地域の
開発計画が実現されるか否かκかかっている。
生産所得についての若干。数字をあげれば次C どとくである。（前掲、 :t4 
表参照）生産所得総額は、基準年次の 88 7億円から、 4 0年度は 1,5 8 1億
円、 4 5年度には 2.4 2 4億円と想定されている。 ζれは基準年次κたいして、





3. 0 7倍、才5次産業は 2.8 1倍となっている。矛 1次産業は 1.4 7傍であ b、
とれはもっとも低い。との才 1次産業の伸びの低さ Kよって、芳 1次産業＠所
得。全体に占める構成比率も、基準年次の 21 ＂＇から 4 5年日度は 11 ＂＇と、ま
すます減少するととが予測されている。
次に産業別の就業者 1人当 .!J<Z)所得を比較すれば、ヨナ 5表。ごとくである。
4 5年度では、才 1次産業は就業者 1人当 bの所得は約 16万円｛基準年次
12)1.93倍）、ヨナ 2次産業は約 52万円（ 2. 1 7倍）‘才 5次産業は約 48万
円（ 2. 0 3傍）、公益事業は約 76万円（ 2. 1倍）と想定されている。とのう
ち、芳 1次産業は、総所得。伸びが 1.4 7倍にとどまっているのに、就業者 1
人当bの所得では 1.9 3倍Kなっているのは、就業者数が基準年次の 76 ＂＇、
すなわち 4分の 5程度と大巾に減少ナるとされているからであ b、とれはよ b
少い労働力で生産力の高い経営が念される、と考えられているからである。も
し才 1次産業が従来どう bο 労働依存経営にとどまるならば、生産性はこのよ
うに上昇せず、 したがって他産業との格差がいっそう拡大ナる、とされている。
しかし芳 1次産業の生産性が、との想定ど？ .!J vi:上昇したとしても、才 2次産
業にたいしての 1人当bの所得は約 31 %、すなわち 5 分の 1~ ナぎず、その
- 1 7 -





就業人口 1人当タ生産所得額 発 展 土色 ( %> 産業間格差（係）
、一
区 分 造主 2侯 昭 手日
c昭和31～｝ 4 0年度
4.5年度 4 0／基 45/40 4 5／基 基 40 45 
3 3年度
総 額 1 7 3.7 2 8 7. 0 41 2.4 165.2 14 3.7 2 3 7.4
才一 次産 業 82.9 159.7 1 43.7 1 3 4.1 1 9 ?.6 3 4.5 31.6 30.7 
差是 業 81.2 1 1 7. 3 1 58.0 1 44.5 1 3 4.7 1 94.6 3 3.9 31.2 30.4 
林業 狩猟業 1 2 0.9 1s1. 3 1 8 t1 1 2 5.1 1 1虫7 1 49.8 
漁業、水産養殖業 1 1 5,2 1 56.6 2 05.S 135.9 131.2 178.4 
才 次 産業 1 24αo 5『・77. 3 520.5 fち7.2 138.0 216.9 1 0 .0 1 DD.0 100.0 一
鉱 業 1 0 3.6 1 61. 8 245.4 1 5 6.~ 1 51. 7 2 .36.9 
建 設 業 219.5 2 94.6 ちTZ.6 1.34.2 1 28.2 1 72.0 
製 造 業 2 48.7 4.05.8 5 6 .1 163.2 1 3虫5 221.6 
三F 一 次 産業 2 3,'h6 §6 7.7 482.9ヘ エ54.令F 1 31.4 2 0 3;2 9 9.o 97.5 P乙8
卸売業、小売業 3 0 5.7 4 05.3 1 5スy 132.6 20史1
金融保険、不動産業 6 84.4 1.1 03.1 1,294.4 1 61.2 11 7. 3 1 8 9.1
サーピス業公務 2 45.2 3 68.2 4 91. 3 1 5 0.2 1 3 .4 2 00.4 






基準 4 5年度 構成比 (45年伸底戸び建準）
工菜地帯全部に
年次 ( 4 5年度） 立地した場合
( 31～ 自然 積極 計 自然 積樺 自然 積極 自然 積極 計33年） 推移 開発 推移 開発 推移 開発 推移 開発
射水地区 44044 10 5P32 149,676 a?% 29.8係 44J)44 321.150 365,194 
富山、高岡 23&594 60 % 4悶係 238,594 
l全 県 119,016 ! 398,144 jso3.776 100労 100 %拙%423%1398,144 1763.338 
ー － 
『総合計画編』ょb作成
才 6表によれば、全集。工業生産額は、基準年次 CZ) 1, 1 9 0億円にたいして、
4 5年度の目標は 5,0 3 8億円であ b、伸びは 4.2 3倍である。との 4 5年度
。生産額は新港・臨海工業地帯。造成にともなう生産額として rD1, 0 5 6億円
を含んだ数字である。しかし、もしこれが造成されない場合。、自然推移では
射水地区の生産額は 4 4 0億円にすぎず、したがって全県の工業生産額は3,981
億円とを夕、これは基準年次にたいして 3.3侍Kすぎない。また、この射水地
区の自然推移と積極開発。両者のなのお、。、 4 5年度になける全県に占める構












空す宇爆については、既帯。富山港と伏木港は、富山港は－ 9 m愚壁 1パース、












指とすれば、水深は 15～1 6 m以上であるととが必要であD、そο点、いま
の計画の 12 m とV>；水深では足bなくなる。しかし、港ο建設について考え
られる 0は、その特殊な一例としての水島港。場合である。水島港は、 7.k島工
業地帯の出発点であった昭和 27年には、水深わずかに 3mにナぎなかった。





























































ルー（ 3 0万坪｝の農地の買収費が 6億 Z0 0 0万円であったが、とれは坪
2. 2 0 0円。価格である。草島地区は臨海工業地帯。一画。四方地区につらな
るととうであ b、との坪 2,2 0 0円という地価は、今後。一つの基準を提供し
たととになる。もし、予定。工業用地の価格が、草島地区の坪 2,2 0 0円とい
タのが基準になって決定されるとすれば、とれは表日本の場合に比して、相当
に格安の価格であるといえよう。たとえば、前掲「わが国の工業立地Jl'Cよれ
ば、工業用地価格の値上bは近年著し《 v と＜ l'C 6大都市ο工業用地価格指数
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は、昭和 30年 5月を基準にすれば、 34年κは 5倍というつなぎ登 J:)<D上昇
をしめしている。また水島地区＠場合では、商店街附近の宅地は坪当弘20～ 
2 5万円、国道治いの農地は 1万 5千～2万円というととであ b、とれは従来
。倍近い売b値であるといわれている。｛『日本経済新聞』 37年 4月 16臼
）地価K関しては、その実態はなかまかっかみκ〈いし、また表Kあらわれた
数字を額面どう J:)l'C受取ってよいかど 5かも疑問であるが、表白本＠ベルト工




究所資料κよれば昭和 35年では、芳 7表のどとく、富山県の地価は反当 b
2 4万円であ b、これは全国平均の 19万円ょ b相当上回っている。また地価




富山県。 4分。 5ο 価格である。新潟県以外の他の 3~畏は比較的接近した備格
であるが、この 5ち福井県が最も高ぐ、ついで富山、石Jl<D j原κなっている。
しかし、地価。上昇率でみれば富山県は最高で、上昇率。最も低v.新潟県と比
較ナれば、基準年次。昭和 2 5年にたいして 35年では、新潟の 10倍にたい










才 7表 他 価 の 推 移





地価指数 地価指数 指 数 富山県 全国
昭？～ 昭P～ 昭P～ B D 
地 価 地 価 1 1=1 1 1 =1 一－x100 一世x100 1 1 =1 El E 
円 円
昭和P～1年 395 1. 0 41 6 1. 0 1. 0 1 0 . 0 1 00. 0 
平 均
2 1年 1,062 2.7 1,3 9 3 3. 4 1 6. 3 1 6.6 2 0.9 
2 2 2.0 59 5. 2 4.189 1 0.1 48. 2 1 0.8 2 1.0 
2 3 5,64 2 1 4.3 完420 22. 6 127. 9 1 1.2 1 7.7 
2 4 7, 9 5 5 2 0.1 15,945 38. 3 2 oa a 9. 6 1 a 3 
2 5 1 4.1 8 0 35. 9 2 0,8 21 5U 1 246. 8 1 4.5 2 0.3 
2 6 31, 1 8 0 78. 9 29,110 7U 0 34乙5 23. 1 2U 4 
2 7 52.948 134. 0 4 4.7 1 1 1 0 7. 5 3 4 9.2 3 8.4 3 0. 8 
2 8 6 6,4 8 2 16 8. 3 6 3,31 5 152.2 35 1.6 4 7.9 4 3.3 
2 9 98,84 5 250. 2 9 3,54 6 224. 9 349. 2 7 1.7 64. 5 
3 0 125,9 5 8 31 8. 9 1 1 6,01 8 21a 9 343. 0 93. 0 8 1.3 
3 1 163,093 41乙P 135,7 2 4 3 26. 3 35a o 115. 3 91. 1 
3 2 185,135 4 6 8.7 152.480 366. 5 368. 8 1 2 7.1 99. 4 
3 3 208,833 s2a 1 165,4 9 5 3 9 7.8 3 44. 8 153. 3 1 1 5. 4 
3 4 228.543 5 7 8.6 174.718 4 2 0. 0 34a 3 1 66.1 1 20. 6 
3 5 2 44.8 9 5 6 2 a.a 1 a 6,61 1 I 44& 6 3 54. 1 1 7 5.1 1 26. 7 




芳 8表 北陸 4 尽の地価。動向
富山を10 0とした地価格差
富山 新潟 石川 福井 全国平均
新潟 石川 福井 全国平均
昭和25年 1 4.1 8 0 17,309 1 6,8 9 5 1 9,3 2 3 2 0,821 122.0 1 1 9. 0 1 3 6.0 1 4 7. 0 
2 6 31,933 22,5 42 29,859 3 2,52 6 2ヌ110 70.5 9 3.5 1 0 2.0 91.3 
2 7 52,94 8 3ヌ954 4ヌ148 47,605 4 4.7 11 7 5.6 92.8 89.9 84.5 
2 8 66,482 5 5,0 5 5 6 4.64 6 7 0,2 5 0 6 3,31 5 8乙7 9 7.0 105.5 95.2 
2 9 9 8,8 4 5 8 5,3 3 3 9 3,4 7 8 97,890 93,546 86.3 94.6 ？虫2 94.7 
3 0 125,958 1 1 5,43 6 123,591 1 28,337 11 6,0 1 8 91.8 98.2 102.0 92.2 
3 1 163,093 152,42 3 1 4 6,364 1 9 0,6 2 5 135,7 2 4 93.5 89.9 11 5.9 8 3.2 
3 2 185,135 1 7 1, 1 0 0 165,556 1 93,529 152,480 92.5 89.5 1 0 4.7 82.5 
3 3 208,833 175,082 1 8 ,51 9 2 0 5,52 6 165,495 83.8 90.2 98.5 7 9.2 
3 4 2 2 8,5 4 3 180,923 212,731 243,238 174.718 79.2 93.0 1 0 6.2 7 6.5 
3 5 2 4 , 8 9 5 1 8 4,46 21 2 2 5, 3 6 5 266,120 186,611 7 5.3 92.0 1 0 8.7 7 6.2 
富山県農林水産部編「富山県農業ID？どさ」 10 1頁よ b
昭和25年＝＝1とした価格上昇率
富山 新潟 福井 全国石川 平均
1.0 0 1.0 0 1. 0 0 1.0 0 1.0 0 
2.2 5 1. 3 0 1.7 7 1.6 8 1.40 
3.7 3 2.31 2.90 2.46 2.1 4 
4.6 8 3.1 8 3.8 3 3.64 3;0 4 
6.96 4.94 5.53 5.07 4.5 0 
8.88 6.67 7. 31 6.6 5 5.58 
11. 5 0 8.8 1 8.67 9. 8 7 6.5 3 
1 3.04 虫88 9.8 0 10.02 7. 3 2 
14.72 1 0.11 1 1.1 6 10.64 7. 9 5 
1 6.1 0 10.45 12.60 1 2.58 8.4 0 


















ル（関係農家 1,2 5 9戸）の質収価格は、一括して一度に買収ナれば約 80億















































































年次 f3 1～33年）の21万究 80 0人κたいして、 40年度は 19万4,3 0 0入、 4 5年
度は 16万8,0 0 0人とされてな bもとれは基準年次κたいして、 4 0年度は 8 8 
＂＇‘ 4 5年度は 76 %と予測されている。その結果、全就業人口のうちκ占め
る才 1次産業の構成比は、基準年次の 4 五 1%κたいして‘ 40年度は 35. 3 
%、 4 5年度は 2a 6 %と 5割を割るという激減が見込まれている。（前掲、芳
2表参照）才 1次産業のうちの大部分を占める農業では、基準年次の 20万9,30 0 
人から、 4 0年度は18万5.0 0 0ん 45年度は16万人と見込まれている。 とれは全就
業人口に占める構成比率としては、基準年次の 41 %から‘ 40年度は5ゑ 6
%、 45年度は 27. 2 %と念ることが想定されているのである。
生産所得。見通しをしめすのは、前掲才 4表である。ナなわち事才1次産業
は基準年次では、 18 2億円なのにたいして、 40年度では 23 1億円、 45 
年度では 26 8億円とされ‘これは基準年次にたいして、それぞれ 12 6. 9 %、
147.2%となっている。これにたいして才 2次産業での伸びは 4 0年度は
1 9 3 %、 4 5年度は 326.8%と大き〈伸びるととが予測されている。安た
才 5 次産業は 188.2~耳、 281.2% と伸び、運輸通信・公益事業は 1 9 0. 6 
%、 306.5%と伸びるととが予測されているのである。
したがって、全生産所得に占める構成比では、矛 1次産業では、基準年次C
2 0. 6 %から、 4 0年度は 14. 6 %、 4 5年度は 1 1. 1 %と 1 0年聞に約半減
するととが予測されている。才 1次産業のうち農業のみκついてみれば、生産
所得。伸びは、 4 0年度では 12 7. 7 %、 4 5年度では 14 a 1 %とな b、ま
た構成比では、基準年次の 1史 2%から、 40年度は 13. 7 %、 45年度は
1 0. 4係となるととが考えられている。とのように総合開発計画では、その終
了。 45年度には、農業の就業人口は 5割にちかい減少を示めし、また全産業
での就業人口に占める比率では 41労から 2 7 %へと激減し、一方K生産所得κ










総 数 510,500 
ガア 一 次 産 業 21え800
農 業 209,300 
林 業 4,4 0 0 
漁 業 6.1 00 
ガア 一 次 産 業 124.6 0 0 一
鉱 業 1, 1 00 
建 設 業 3 1,5 0 0 
製 造 業 92,0 0 0 
才 一 次 産業 138,100 
各日 売 業 70,7 00 
金融保険、不動産業 5,90 0 












1,0 0 0 




7, 0 D 0 
77,300 
3 5,6 0 0 
｛人｝ 発展比 ( %> 構成比 '%) 
4 5年 40／基 45/40 45／基 基準 4 0年 4 5年
587,700 107.9 1 06.7 1 1 5.1 100.0 1 00.0 1 00.0 
168,000 88.4 86.4 7 6;4 4 3.1 3 5.3 28.6 
1 60,000 88.4 86.4 7 6.4 4 1.0 33.6 2Z2 
三600 9 0.9 90.0 81.8 0.9 0.7 0.6 
4.4 0 0 8 6.9 83.0 7 2.1 1. 2 1.0 a. 8 
187,700 12 2.8 122.] 150.6 2 4.4 2 Z8 31.9 
九10 0 1 oo.o 100.0 100.0 。‘2 0.2 0.2 
4 3,5 0 0 11 6.8 118.2 13a1 6.2 6.7 7.4 
143,100 12 5.1 1 24.3 1 55.5 1 8.0 20.9 24.3 
1.91.100 121. 7 11 3.8 1 38.4 2 7.0 3 0.5 5乙5
94,2 0 0 11 8.4 11 2.5 133.2 1 3.8 1 5.2 1 6.0 
8, 1 0 0 11 8;6 11 5.7 1 3 7.3 1.2 1.3 1.4 
88,800 12 5.7 11 4.9 14 4.4 1 2.0 1 4.0 1 5.1 
40,900 1 2 7.1 11 4.9 1 4 6.1 5.5 7. 0 
以上は農業就業人口と生産所得。開発計画l'C~ける今後 1 0年間の見通しで
あるが、ぞれとは逆に過去 10年問。推移をみればどうか。
産業別就業人口の 5ち農業人口は、 2 5年度には 2 3万 7.8 4 1人で、 ζれ
は全就業人口の 50.3':/Jであった。 30年度Kは 21万三 9 0 0人K減少し、
とれは会就業人口の 44. 3 ~であった。 3 3年度では 20万 8,8 0 0人とな b、
ζれは全就業人口の 40. 7 ~であった。とのように 2 5年度Kは全就業人口の
5 0. 3 ~と半数を占めていた農業人口が、 3 3年度Kは 40. 7 ~と 4 割となっ
たのであ b、とれが開発計麗でまた誠少がすすみ、 40年度Kは 5三6rf,、45
年には 27. 2 ~と 5 割以下 K激減ナるととが予測されているのである。 4 5年
度。 16万人という数は、 25年度の 23万 7.8 4 1人にたいしては、 67. 5 
~κ あた夕、とれは約 5 分の 2 にまで減少ナるととしめすものである。
生産所得では、 2 5年度では、農業所得は 8 6億 9千万円で、とれは全産業
にかける生産所得。 25. 2 ~であ b 、 4 分のしの大きさであった。とれが 3 0 
年度κは 24. 3 %、 33年度κは 1as %と減少した。開発計画κよれば、 40
年度κは 13. 7 %、 45年度には 10. 4 rf,・と予測されている。つま D昭和 2 5 
年度κは2 5 %だった。が、約 10年後のる 3年度には 1a s %とな b、 2 0 
年後の 45年度には 10.4%1'C激減するととが考えられているのである。かく
して、就業人口の構成比では 25年度。時点では全産業。歳農人口ο半数を占
めていたのが、 20年後の 45年度κは 5却を割ることにな夕、生産所得では
2 5年度には全産業。所得。 4分。 1だったのが、 45年度κはただの 1割κ
ナぎなくなることが見通されているのである。
次l'C就業人口 1人当 !J(Z)生産所得をみよ 5。前掲才 5表によれば、基準年次
( 3 1～3 3年度）では農業は 8万 1千円なのが、 40年度では 11万 7千円
とな b、また 45年度には 15万 8千円となる ζ とが予測されている。との伸
ぴは 4 0年度は、基準年次にたいして 14 5労であ b、 45年度は 19 4. 6 % 
と約 2倍が想定されている。これにたいして、ヨナ 2次産業では就業人口 1人当
b生産所得は基準年次 24万円念。が、 40年度は 37万 7千円（ 157.2':/J)
とな b、 4 5年度は 52万 1千円（ 216.9%）と予測されている。農業と芳
2次産業との 1人当 b。生産所得の格差をみれば、基準年次では主計 2次産業に
たいして、農業は 33. 9 %だったのが、 40年度では 31. 2 %とな b、 45年
- 31 -









就業人口＠予測について検討しょ：， 0 開発計画では、基準年次 31～3 3年
度の 20万 9,3 0 b人、または.33年度。 20万 8,8 0 0人が、 40年度は
1 8万 5,0 0 0人とな夕、 45年度には 16万人になると予測されている。と
。点についてはも 2 5年度から 3 5年度までの過去 10年問。傾向からナれば、
ζ 。程度。減少は十分κ考え 5るととるである。芳 1 0表によれば、 25～3 0 
年度。 5年問。農業就業人口の誠少は 2万三 94 1人であ b、とれは年平均κ
すれば 4,7 8 0人である。 30～3 5年度。 5年間では、減少人口は2万5,320 
芳 10表 富山県産業別就業人口の推移
農 業 そ芳f次他産業。 才2次産業 芳5次産業 計
25年4r実数 237,841人 11;56 2人 1 0乙725人 120,529人 4 7 2.65 7人
構成比 (50.3%) ｛；乙4) ( 21.8) ( 25.5) (100.0) 
30年－，－｛構実成数比 213.872 1 0,501 1 0 9,59 5 1 48,8 82 4 82.85 0 ( 44.3%) ( 2.2) (22.7) ( 3 0.8) (100.0) 
33年｛実数 202,1 40 10,50 0 128,080 171,360 512,080 
構成比 ( 39.5%) ( 2.1 ) ( 2 5.0) ( 3 .4) ( 1 0 0. ) 
町 35年ヤ｛構実成数比
193,3 4 0 1 0;5 0 0 1 4 9,61 0 1 80,530 533,980 
( 3 6.2~ ）. ( 1.9) c2ao > (33.9) (100.0) 
注 『富山県の農業のうどきJ8 9頁よb。
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人でとれrは年平均にすれば 4.4 0 0人である。とれを 25～ 3 0 年度。 10年
間でみれば、 4万 4.5 0 1人の誠少であ b、とれは年平均にすれ臼 4.4 5 0人
である。まえ、との 10年聞のうちの前半の 25～ 3 0年度。 5年聞の 2万
ミ94 1人の減少の年王子均 4.7 8 8人とい 5のは、 25年度。農業就業人口
2 3万 7,8 4 1人κたいしては、大体年平均 2'!J ID誠少である。後半の 30～ 
3 5年度。 5年閣の 2万 53 2入。減少の年平均 4.4 0 0人というのは、とれ
iま30年度。農業就業人口 21万 3,8 7 2人κたh しでは、年平均 1.9 '/Jの波
少である。ととるが、との後半の 5年間のうち、 30～ 3 3年度。 3年聞は 1
万 1.7 3 2人の減少であ b、とれは 30年度。就業人口にたいしては年 1.8 "' 
の誠少であるが、 33～ 3 5年度。 2年聞は 8.8 0 0人の誠少であ b、とれは
3 3年度。就業人口Kた加しては年平均 2.2 %の減少である。したがって、 25
～ 3 5年度。 10年問。誠少は、最初の 5年間は年平均 2＇／；、次の 5年聞は
1. 8 ＇＊、最後。 2年聞は 2.2労の割合で誠少したことになる。支え、との 10 
年聞をとうしてみれば、 10年聞の 4万 4.4 7 3人の減少は、年平均 4,4 4 7 
人であ b、とれは 25年。就業人口 23万 7,8 4 1人にたいして年平均 1.8 "' 
C減少である。
以上からして、今後の人口誠少はかj)!IC年平均 4.0 0 0人とナれば、 10年
間で 4万人とな b、とすれば 45年度。農業就業人口は大体 15万三 00 0人
程度となる。また年率K して 1.8～ 2 '/;ID割合で減少するとナれほ、 35年度
。 19万三 00 0人にたいして、 5万 5,0 0 0人～ 5万ヌ 00 0人とな b、10 
年後の 45年度には大体 16万人～ 15万 4.0 0 0人となる。 ζのよ， l'C45
年度には、大体 15～ 1 6万人の農業就業人口という見通しとを b、との 16 
万人というのは集。予測の数である。しかし、 ζ とで注意すべきは、 30～3 5 
年度。 5年聞のうち、前半。 30品 33年度の 5年聞には年平均三 9 1 0人。
減少であるのに、 33～ 3 5年度。後の 2年間では年平均 4,4 0 0人と誠少人
口が大巾に増大しているととである。しかも、との 4.4 0 0人というのは、全
農業就業人口が 30年度。 21万 4,0 0 0人!IC＜らべて 5＂＇も誠少している






中 でA才d明L． 率 高 校心 主総
努 女 計 男 女 計
2 5年度 人 人 人 人 人 人
(26.6.30) 2.11 2 1,6 28 3.740 2 77 55 332 
2 6年度
(27.6.30) 1, 91 2 1,888 え800 306 44 350 
ヤー一目』司
29年.3)度( 3 0. 1,0 8 9 90 9 1,9 9 8 486 60 546 
る0年3)度( 3 1. 1, 122 735 1,85 7 502 74 576 
3 1年7.1度） ( 3 2. 1, 03 3 739 1.7 7 2 363 56 41 9 
(33~.年7.1度） 788 5 81 1,3 6 9 403 88 4 91 
3 3 ふ年1度） ( 3 4. 682 463 1.145 404 1 31 535 
3 4 6年.1度｝ ( 3 5. 454 2 61 715 366 58 424 
3 5年度
1 9 5 299 491 296 i 
富山県統計鵠「学校基本調到ょタ作成
中 寸A泊aー－ 中学高校 必要補充
高 校 農家戸数 人 ロ A 男 計 一
計 A 』室塞戸数 B 3 0 
人 人 戸 人 ~ 
4,0 7 2 2,389 82,7 31. 2.7 57 8 6.7 
4.1 52 2.21 8 82,32 0 2,7 44 80.7 
2,544 1.5 7 5 83,1 34 2.7 71 5 7.0 
2,43 3 1,62 4 82,8 40 2.7 61 5 8.9 
2,1 91 1,3 9 6 8 3,7 6 3 2.7 9 2 50.1 
1.1 6 0 1; 1 91 83,678 乙789 42.8 
1,6 80 1.086 8 3,51 0 2,786 3~0 
1, 1 3 9 820 83, 31 2 2,777 2免d
595 442j 8 2,5 85 2,7 52 1 6.0 
芳 11表は、新学卒者。就職状況をしめすものである。とれによれば、中学
・高校卒。合計でみで、就職者全体のうちに占める農業就職者。比率は、 29 
年度。 17.7'/Jから 3 0 年度は 15.S<f, と~ b、 33年度は虫 9＂＇とを b、35
年度Kは実VC:4.1 'Iiと地ナベタ的な激減をしめしているeすなわち、全労働年
令層での産業別の構成比では、農業就業者は 30年度では 44. 3 %だったが、
新学卒者での農業就業者は 15. 5 <f,にすぎず、また 33年度では全労働年令層
では 5呪 5%のとき、新学卒者では免 9.·~番、そして 3 5年度では前者は 36. 2 
%VC:たいして、新学卒者では突に 4.1 ＂＇という、全〈無領しでもいいほどの小
















とは、至難の ζ とであるといえる。計画によれば、前掲芳 4表のどと〈屯農業
生態所得は基準年次にたいして、 4 0年度は 127.7%、 4 5年度は 14 a 7 
%となってbb、 4 0年度は約 5割、 45年度は約 5割。増大となっている。
とれは、農業就業人口は 40年度では8 8. 4 %、 4 5年度では 76.4'!Jと大巾
に減少ナるにもかかわらず‘とのような生産所得。増大をナるというのである。
したがって、いま基準年次を 33年度にとれば、 4 0年度、 4 5年度では、農
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才 12表
正之度 基準 計 溺 構成比｛労） 伸長率（鈎昭和33年 4 0年 4 5年 33年 40年 45年 40/33 45〆／33 
明司 千円 千円
耕 種 Z乙46司595 26, 651. 151 29, 83.3. 163 87. 9 83.0 79.3 11R7 132.8 
米 19,374. 970 23.01a.618 25,411. 270 75.8 7t 7 67. 5 11 as 1312 
量主 米以外 3.094.625 3. 632. 533 4,421. 893 12.1 1. 3 1. 8 117. .3 142.8 
業 畜 産 1, 895, 500 4.176,100 6. 446. 700 
7.'4 13.0 17. 1 220. 3 340. 1 
I 
養 蚕 ぬ800 35,000 42；口00 0. 1 0. 1 α1 113.7 136.3 
生
農産加工 1, 184,403 1, 243.230 1, 298, 835 4. 6 3.9 3.5 105.0 109.6 
産
総産出額 25,580,298 32.105,481 37. 628, 698 ぷ100.日 100. 0 100.0 125.5 147.2 
額 飼 料 27兄932 326.348 395,486' 116. 7 141. 2 （控除分｝
農産加工原料 312.270 363.577 116.4 127. 2 （控除分）
総生産額 24. 988,096 31, 415,556 36, 827. 8M 125.8 147.5 
ha ha hit 
耕 地 面 積 8, 353 87, 80口 86, 800 99.4' 9a2 
戸 戸 戸
員 家 戸 数 83,312 81. 700 80,000 98.1 96.0 
人 人 人
農 家 人 口 4 73. 561 436,000 411, 00日 92.3 87. 0 
人 人 人
農 業就業人口 208, 80口 185,000 160. ODO 88. 7 76.7 
円 円 円
農 1 ha 当窟 !J 282, 800 357，初日 427. 300 126.5 150.0 
業 農業生額
生 農業就業人口 119,700 169, 8白日 230, 200 141. 8 191.3 
産 1人当b生産額
性 農業就業人口 1i人的農業i所得 83, 00 0 11 7. 300 158, 000 141.3 190. 2 
「総合計画締J' 1 2 3頁工タ
一五る一
業就業人口1人当 bの生産額b まび所得は、芳 12表。どと〈 κなる。すなわ
ち、農業就業人口は 33年度にたいして 40年度は aa 7 ~、 4 5年度は76.7 
＂＇と減少し、また耕地面積は 40年度で 9女 4＂＇、 45年度で 9a 2 ':/Iと波少











富山県は全国でも屈指＠水田単作地帯であ夕、水田率は 91 ＂＇であ b、農業生
産額に占める米の比率は 33年度で 75.8'/Jという圧倒的な比率である。との
米の圧倒的な比率にたいして畜産が 7.4 ＂＇というのは大きな比率ではない。と
の 33年度にたいてし 40年度は、総生産額では 25. 8 ・tf, CZ)増大が見込まれて
いるが、その内訳では、米は 1a a %増にたいして、畜産は 12 0 %という 2
倍以上。飛躍的増大を目指している。その結来、構成比率では、米は 33年度
。 7s. 8 %から、 40年度。 71. 7 %へと減少し、逆κ畜産は 7.4 ＇／；から 13 
%へと約倍増ナるととが期待されている。計画。最経年度。 45年度になると、
米は 31'/Jcz:>増加にたいして、畜産は 24 0 %増とい＇ 3. 5傍ちか〈に激増ナ








才 13表 富山県農業生産指数 ( 2 5～27年＝1DD ) 
2 8年 2 9年 3 D年 3 1年 32年 3 3年 3 4年 3 5年｛推定｝ ｛推定）
長量 業 83.9 1D7.8 1 33.2 1 1 7. 1 1 23.9 126.3 1 31.5 1 3 D.1
( 9 4.3) ( 1 D 4.2) ( 12 5.7 ) (118.8) (123.D) (127.2) (13D.6) ( 1 3 5.8) 
耕 種 80.2 1 DS.2 1 3 Dβ 1 1 2.3 11 9. 6 1 22.4 128.D 126.D 
(121.1) ( 1 2 6.6) (13D.8J 
米 7 8.6 1 D8.6 1 36.4 11 6.2 126.1 1 31.5 1 3 8.9 1 3 5.1
( 9 5.5) (124.5) (109.8) ( 1 1 5.4) (12D.7) ( 1 2 5.9) (129.6) 
米以外の
87.2 90.1 1D5.8 94.8 9D.8 82.D 7 9.D 85.6 耕種生産
麦 類 7 3.7 7 1.1 6乙4 3 7.9 2 6.7 26.2 1 6.1 1 6.5 
( 9 4.0) ( 1 0 4.9) ( 1 0 8.3) 
旦 類 94.4 9 3.6 1D5.3 9Z3 1 D 7. 9 85.9 87.5 93.5 
(119.6) (128.8) ( 1 3 6.2) 
雑こ〈 9 0.1 6 9.9 6 6.2 5 8.4 6 3.6 41.4 1 6.8 1 5.9 
( 1 0虫8) （？免2) (10D.0) 
いも類 8 0.3 88.3 105.7 84.4 91. 5 83.D 7 5.3 6 6.7 
(115.3) (121.5) (116.8) 
野 菜 8D.2 84.9 9 9.9 91. 7 85.D 7 3.7 7 7.3 9 1.8 
(114.9} (120.6) ( 1 3 4.5) 
果 実 88.8 79.2 1 35.7 1 6 3.1 1 5 4.1 1 21.5 150.4 1 59.7 
( 1 88.8) ( 2 0 3.2) (225.1) 
工芸作物 1 25.2 1 2免1 1 80.3 1 81. 9 154.3 1 6 5.8 1 31.6 1 4 1. 3 
(148.D) ( 1 43.7) (143.1) 
その他 197.5 2 31.9 212.8 1 6叉4 2 D 1.8 2 6 5.5 2 7 O.D 28D.D 
養 室主 守守.3 98.4 98.4 9 6.1 7 6.8 65.3 5 1.9 48.D 
(127.5) (121.3) (121.8) 
芸5 産 1 40.4 1 48.2 1 81.6 1 9る.5 1 9 1.9 2 04.6 20 a6 21 7.2 
(216.2) ( 2 2 4.3) (241.7) 
にE訂ごh司L' マ邑きヨて 121.3 105.5 156.0 1 83.8 1 3史2 148.9 1 7 0.7 147.5 
{183.5) ( 1 8 4.3) ( 1 7 3.7) 
牛 手L 1 3 6.7 1 58.3 1 7 6.4 196.4 228.5 25ヌ6 2 9 1.8 32ヌ4
(336.3) ( 3 7 2.5) (410.0) 
鶏 g~ 16 9.6 2 03.4 2 20.8 2 1 3.9 2 50.5 260.5 232.1 275.D 
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詑 1. 3 3年までは思統計課長榊農業生産指数Kよる。






まず、 2 5年度以降の過去 1 0年問。種目別の農業生産c推移をみよう。才
1 4表 Kよれば、 25～2 7年度を基準K して、農業全体の生産は 34年度で
131.5%、 3 5年度で 130.1%と伸びている。ところが就業人口は前述。
どと（ 2 5年度から大巾な減少をしめしている。ナなわち 25年度を基準にす
れば、 30年底は 90 %、 3 3年度は 8 5 ~、 3 5年度は 8 2 %となっている。
とのよ？ K過去 10年間では、農業就業人口では 2割．ちか〈誠少したにもかか
わらず、逆に生産は 5割のびているのである。この生産のうち、圧倒的比率を
占めるのはももうん米であ b、 25年度Kは会生産額のうちの 77. 4 %であっ
たのが、 3 0年度もやは 1'77.5%を占め、 35年度も 7 3. 7 %という比率で
ある。との米の伸びを、全国平均と比較すれば、大体 30年度以降は、全国平
均の伸びを上回っている。全国平均では、米の全生産額に占める比率はy 大体




合 5 畜産・牛乳・鶏 J)~ ・呆実などは他。ものに比して、その伸びはけたちがい
に大きいが、それでも全国平均での伸びにくらべれば相当 κ下回っていること
は注意ナべきでるる。したがって、富山県の場合、 2 5～2 7年を基準にして、
員会生産全体では 35年は 13 0. 1 %と 5割の生産増加は‘やは D、その圧倒
的比三誌は米作に負っているのである。
とζ うで、 33年度を基準にしての 40年度、 45年度。県の農業生産計画
では、米の占める構成比率は、前述。ごとく、 33年度。 75. 8 %から、 40 
年度は 7 1. 7 %、 4 5年度は 67. 5 %と減少し、逆に畜産は 3 3年度の 7.4 % 
から 1 3 %、 1 7. 1 %と大きく伸びることが予測されている。
まず成長株と自されている畜産について考えてみよ？ a 畜産の伸び率は、 40
年度は基準年次ο33年度にたいして、 2.2倍、 4 5年度には 3.4倍という大
きな目標がかかげられている。との伸び率は、全国の所得倍増計画K:t-ける畜
産の｛申び率五 16倍（ 4 5年度）をよ回っている。畜産は今後、需要。伸びる
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才 14表 全国農業生産指数 （昭25～27立 10 0) 
瓦百＼＼竺ごT 昭29 3 0 3 1 32 3 3 3 4 
純農業生産指数 1 02.9 12 4.5 1 1 7. 4 1 22.1 127.2 1 3 6 
程農業生産指数 104.2 125.7 1 1 8.8 124.0 129.5 1 3 ヱ
耕 種 ？呪8 1 2 t7 11 4.2 11 8.4 121.1 1 2 6 
米 9 5.5 124.5 109.8 11 5.4 120.7 12 9 
麦 類 11 5.8 1 0史5 1 0 4.8 98.2 9 4.0 1 0 9 
豆 類 84.9 11 8.2 1 0 3.3 1 1免4 1 1 9. 6 12 8 
雑 穀 79.9 1. 03.0 9 2.0 1 00.5 1 0 9.8 ？ 2 
レ、 も 類 9 2.s 1 1 9. 6 1 1 6. 3 113.4 11 5.3 1 2 5 
野 莱 類 9 5.2 11 0.9 1 0虫6 11 6.4 11 4. 9 12 6 
果 実 類 1 2 1.1 1 22.0 168.0 1 81.7 1 8 .8 20 3.2 
工芸作 物 1 1 7. 6 1 3虫8 1 4 7.4 1 4スヲ 1 4 8.0 1 4 7 
桑 108.8 1 24.3 1 1 7. 6 1 3 0.2 1 2 7. 5 1 2 3 
養 蚕（まゆ｝ 108.8 124.3 11 7. 6 130.2 127. 5 12 3 
畜 産 148.6 1 7 3.3 1 7 8.3 1 8史5 21 6.2 22 3 
家 畜 1 0 9. 8 1 50. 8 1 52.5 1 44.9 183.5 1 8 3 
牛 乳 2 0 1.3 21 7.0 2 50.5 2 95.9 3 36.3 37 .5 
鶏卵、 鶏 171.3 1 85.0 1 83.5 202.5 21 5.7 22 3 
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成長株である ζ とは間違いないとしても、県の伸び率が全国を上回って計画さ
れている点はどタか。前掲才 14表によれば、 25～2 y年度を基準にして、




て、畜産の伸びは 2o a 6%と芳 1位であ b、米の 13 8. 9 '/JVC （らべてけた
ちがいの大きな伸びである。とのような大きな伸びを今後もつづけるととは十
分κ考えうる’し、そのととによって全農業生産額のうちに占める畜産の比率は
3 3年度。 7.4 ＂＇ょ bも大き〈伸びることは間違いないだろう。しかし 45年























収は 32年度。 2.3 7石から 45年度は 2.7 3石と見積られて bb、 ζれは
1 5労の増収である。富山県の場合は、上述。ど正ぐ、，うた伶け全国平均よ bも
｛申び率が若干高かったから、今後の 10年間f'C:j:;-いても全国の水準を上回る伸
びをしめずであろう o Lかし、合間平均で 15 % <D増加を見込んでいるοにた
IA・ して、富山県ではその傍の 3 0 %増とじている点は、どうであろっか。全因
。倍増計画。場合は、農業就業人口は 1 0年後の 4 5年度には、現在の 4<D 3 
程度κ減少し、それに照応して農家戸数も現在。 60 0万戸から 55 0万戸花
減少すると想定されている。この 5 5 D万農家のうち、自立経営農家（耕地面
積2.5町、労働力 5入、年間 1 D 0万円以上。粗収入）は 10 D万戸程度、経
過的非自立経営農家（ 1町、労働力 2人）は 25 0万戸、 0.5町未満農家は
20 0万戸と想定されている。そして、協業。モデル経営規模としては、水田の場合は20叫 0町程
変十畑協議に沿いては40～6 0町程度とされ、いずれもその場合 20～4 0馬力
。大型トラツタターが導入されるというような、相当ドラズチック全農業経営
。変化が考えられている。こ£ように全国の倍増計画ではt5 5 d方i戸のうち
' 1 0 0万戸。自立経営農業の育成と、他方 20～4 0町規模の 7.K田協業と大型
トラックターの導入が想定さず工ている場合でもなかかっ、米の反収は 15 %増




えよ 5。倍増計画では米の需要は、 31～3 3年度。九 20 5. 7万トンにたい
して‘ 4 5年度は 1.3 2三5万トンとしてかb、とれは 1割増の見通しである。
つ~ 9需要。見通しからすれ段、 45年度までは 1割増でもって足bるのであ
タ‘その点からナれば、 15 %の増収でも十分ととえ bるわけである。
富山県の場合は、農家戸数。減少、経営規模。拡大、また共同化というもの
を、どの程度陀考えているのであるか。計画目標によれば、農家戸数は 33年
度の 83,312戸にたいして、 40年度は 81.700戸、 45年度は 8万戸と
されている。とれは 33年？にえいして、 40年度は 98. 1 %、 4 5年度は
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9 6 96である。との点、全因。場合は、 6 0 0万戸から 5 5、O万戸κ誠少する
とされているのであ b 唱とれは 91.6~[fC 誠少することに走るから、富山県と












数は、全国。場合の予測の 9 1. 5 %ほどではな加にしても、果。予測以上の誠
少をみ吋るのではZどかる＇.） ；（ド。
富山泉の場合、農家戸寂の動向 :a: ‘~！UC一県の計闘のと :f;o !Iとすれば、 1戸
当D。耕地面積は、 3 3年度。 1.0 6可をのが、 4 5年度では 1.0 8町であ b、
ζ れでは 1戸当 bの平均耕地商積はほぼ不去とみてよいととになる。もちろん、
とれは階層別の耕作規模を無視しての、 1戸当タ平均の耕地面積。推移である




会〈例外的とな bつつある。 35年度では中 e高校卒で農業をついだ者は、わ
ずかに 59 6人であ b、とのうち男子は 4 4 2人にナぎない。とれは、今後、
農業の近代化をはかb、マ労働生司産性を高めるために県が必要と考えている新卒




は 3: 7とを D、男 1人κたいして女は2人とな b、断然男性を圧倒ナる比率
となった。また年令別構成でみると、 25年度では農業専従者についてみれば、
1 5オ以上。全生産年令者｛男｝のうち 15～2 9オの若年腐の占める比率は
5分の 1であったが、 35年度では 15. 6 %κ激減している。とれが今後 10 
年問、新卒者。農業就業者が年々 5～60 0人とい 5ζ とになれば、 ζの煩向
はいっそう深化し、 10年後には若い男子のいない、年寄と女性を中心とナる
農業という ζ とκなってい〈だろう。とのようを内容の農業人口であ夕、しか
も量的κ4分の 5κ 減少しているのであるから、生産額に$＇ lrlて 31. 2 %の増






























たしかに 25～ 3 3年度。推移では、連業就業人口は 85 %に減少したにも












作・凶作とい 5のは考えられないとしても、 5石を大き〈上回るょっ ;1反収を
コンスタント κ期待はできないのではなかろうか。全国の倍増計画では、反当
収量を 2.3 7石（ 3 2.年度） → 2. 7 3石（ 4 5年度｝と想定しているが、恐
らくこの程度。増収ならば十分可能であろうが、 5石を大き〈越すというのは
困難であろう。富山県の反収。推移は才 15表のごとくである。県の 30～3 5 
年の各年をつうじて、全国平均よ bも反収は若干上回っているが、ととでも
3 0 ,q三の 2.7 1石と 34年の 2.7 2石がトップ・レベルであ b、他の年はいず
れも 2.3～乙 7石の間を上下している。 ζ の反収 2.5～ 2. 7石とい 5のは、20
～ 2 9年の平均 1.9 6石に比較ナれば相当に高い水準である。しかし、富山県
でも大量作。 3 0 年~ 2. 7 1石を上回っているのは、わずかκ34年のみであ
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才 15表 米作推定実収高 E富山県｝
推定実収高 反当収量
昭和 30年 304, 2 00唱 4 0 7 kg ( 2.7 1石7
3 1 258,900 346 ( 2.3 
3 2 280, 850 3 .74 ( 2.4 9 
3 3 292.87.0 3 88 ( 2.58 
3 4 309,670 409 ( 2.72 
3 5 3 0 1, 5 3 0 3 98 ( 2.66 
戦前明16～穴14年 220,500 294 ( 1.9 6 
昭和元～19年 246,DOO 30 9 (2.06 




















い ζ まれて〈るのではないか。か！HC4 5年度。時点で‘富山県の農家戸数 8
万戸、農業就業者 16万人とすれば、 1戸当 D平均 2人である。 ζ の 8万戸の
うち、自立経営農家はどれぐらいκなるかを予測するのは困難であるが、全国
。倍増計画。場合の目標である 55 0万戸のうち自立経営農家 10 0万戸（18 
% ）とい 5比率κ見合って、富山の場合かりに 1万 5,.0 0 0戸としよう。 ζ の
1万 5,0 0 0戸は 1戸当 !J3人とすれば、 4万 5,0 0 0人である。とすれば残
りの 11万 5,0 0 0人が 6万 5,0 0 0戸を耕作してい〈ということにな b、と
れは 1戸当 !J2人K満たないというととになる。このよう念農家は、もちろん







2 0～4 0町程度の経営規模、 20～4 0 J馬力。大型トラックター導入といっ
たものを積模的に考えるのでなければ、労働生産性。際立った上昇を期待しえ















次に、か Dにこの目壌が達成されたとしても、農業就業者 1人当 9e)主主業所
得が計画にあるように伸びるかどうかは、疑問である。
藷単年次の 33年度の 1人当 b生産額は 11万九 70 0円にたいして、造業
所得は 8万三 00 0円となって bb三造業所得は生産額の約 7割となってhる。
｛前掲、才 12 J受参照） 4 0年度では 1人当 bの生意窺u1 6万号 Bo. 0円に
たhして、所得は 11万 7,3 0 0円であ D、この場合も農業所得は生産額。約
7苦手jである。 45年度では生産額は 23万 2 0 0円にたいして、所得は 15万
8, 3 0 0円であ D、 ζの場合もまた約 7割である。つま 94 0年度も 4.5年度
も、 33年度。場合と同様κ、農業所得は生産額。約 7割と計算されているの
である。しかし、この計画は、いった h どの程度に突現性があるだろフか。す
でに 26～3 3～3 5年度。推移をみても、産業所得の産業担収益に占める比
率である農業所得率は漸減の領向をしめしてhる。才 16表によれば、 26～ 
3 3年度。農家 1戸当 9e)所得率は 26年度一7as領、 29年度－ 74. 1 %τ 
3 1年度一 71. 1係、 3 3年度一 70. 3婦、 ( 3 5年度－.，－ 66.8%）と漸減傾
向をたどっている。これを全府泉でみれば、所得率は各年次とも富山泉よタも










薄である。 ζの零細規模。経営での生産上昇。期待とい 5ζ とであるから、い
さかい経営費の大巾な増大、 したがって農業所得率は 3 3年度よ bも、 hっそ
5下落ナると考えられるのではないか。とナれば、 45年度(IC:j;~ いても、. 3 3 
年度とほぼ同率の 7割。所得率を想定するというのは、ナでに 35年度 (ICj;,い
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才 16表 農業経営。成果（富山県｝




































































































































































( 2 04) 
2 44.1 7 0 
( 1 3 )
35,06 0 
( 1 6 0) 
10,396 
( 2 22) 
24,664 
( 1 4 )
70.3 , 89〕
617 
( 16 7) 
91.5 94.5 92 %1 
7 6.7 70.9 72.2 
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95.8 11 7. 5 
108 1 0 3 
11 3 1 54 
ても 7割を大き〈割っているという ζ とからしても、過大会見通しであると h
えよう。 26～3 5年問。過去 10年間κ、富山県では 11 <f;、会府県では
1 2 %という大巾な下落であった。したがって、 4$年度κは 60 %程度の所
得率とみてhいのでは念かろうか。とナれほ 1人当 !JID生産額 23万円κたい
して、所得は 13万 7,0 0 0円というとと κなる。とナれば芳2次産業との所
得格差は、県の計画の予測以上κ拡大ナるとい 5ことになる。
⑤ 農工の所得格差κついて
か !J！＇（農業の生産額辛子よび 1人当 bの生産所得額が、計画目標どう bに実現
したとしても、それによって農工の所得格差が縮少されるのではな〈、逆κ拡
大するところに、農業の前途を培〈ナる問題がある。ナなわち前掲才 5表にみ
たどと〈、農業では基準年次の 1人当 .!'JID生産所得額 8万も 00 0円にたいし
て、 40年度は 11万Z0 0 0千円、 45年度は 15万 8,0 0 0円とされてい
るのにたいして瓦製造業では ~12).;J:. lZ)24万 10 0 0円－ 40万 6,0 0 0円－
5 6万 6,0 0 0円となっている。 ζれは基準年次に bいて、製造業にたいして
農業所得は 32. 6 %であったのが、 40年度では 2a 9 %、 45年度では27. 9 
%と逆に格差。拡大すること陀なっている。しかも、農業lZ)1人当 DC生産所




とζ ろで、農工の所得格差を問題にする際、前掲の才4茨では、 1人当 bで
農業所得は製造業での所得。 5割前後にすぎないが、この数字は農業の場合も
製造業の場合も、勤労所得とともに業主所得も含まれているから、勤労所得と
い 5点では、正確な比較をなしえな ＼（） 0 また現在、産家C 大部分は兼業農家で
あD、農家経済を問題κナるとき、兼業所得をぬきにしての検討は全〈一面的
であるといえる。富山県の場合は、 35 ＆存度で専業率はわずかに 22 %にすぎ
ず、兼業率は 78 %であ D、約 8割の農家は兼業農家である。とο兼業。うち
才 2穣兼業が 3 4. 5 %にかよんでいる。とれを全国平均でみれば同じ（ 3 5年
度専業率は 34. 3 孫、兼業 I~ は 6 5. 7 %となってかb、富山の方がはるかに高
い兼業率である。
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富山県は、 ζ 。ょ； l'C農家の 8割が兼業農家であ夕、また ζの兼業農家の約
半分が、他産業を主とする才 2種兼業であるから、いわゆる農工の所得格差を
問題にするときは、農外所得を無視しての議論は非現実的なも＠であるといえ














る ζ とを意味ナるものである。 ;ii."-農外所得。農家所得に占める比率増大を階
層別Kみれば、下層農家ほどその度合は強〈、 5反未満の下層は農家というよ















才 17表 都市勤労者世帯と農家世帯。 1人当 D所得。比較
（富山市） （富山県）
29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度
円 円 円 内 円 内 円
勤労者世帯 68,553 6 6,8 7 9 83,3 52 83, 9 7 6 85,426 9 4.7 42 1 0 1,37 8 
1人当 b所得
農家世帯（平均｝ 61.375 73,354 6 4.2 2 0 68,282 7 3,5 0 5 7 5,2 39 77,872 
1人当 b所得
0. 5町未満 62,7 3 5 6免883 63,041 56,935 64, 6 81 6 2.313 6 2,5 3 4 
1人当 b所得
0. 5～ 1. 0町 5 3,0 3 0 63,536 6 1,0 1 3 57,918 6 5,32 0 72.1 43 73,31 1 
1. 0～ 1. 5町 5号288 6え912 6 0,8 8 4 7 5,2 62 7 6,81 6 84.4 0 7 7号609
1. 5～ 2.0町 7 4,0 2 2 91,4 4 5 7 o.o 8 5 a2.so・s 84.7 3 0 7 8,75 0 7号694
2.0町．以上 77,904 105,158 8乙236 9 5,0 5 4 88,83 3 99,.971 97,725 
29年度 30年度 31年度 32年度 何年度 34年度 35年度
勤労者世帯 1 0 0 1 00 1 0 0 100 1 0 0 1 0 0 1 0 0 
農家世帯｛平均） 8史5 1 1 0 77.2 8 1.5 86.5 79.2 7 6.8 
0. 5町未満 9 1.6 1 04.7 7 5.7 6aO 7 5.7 6 5.9 6 1.7 
0. 5～ 1. 0町 7 7.5 95.5 7 3.1 6立。 7 6.5 7 6.0 7 2.0 
1. 0～ 1. 5町 8 6.5 104.7 7 3.1 8 9.4 9 0.1 8叉O 7 8.5 
1. 5～ 2. 0町 108 1 44.2 8 4.4 99.5 83.2 96.4 
2. 0町以上 1 1 3 157 9 8.6 11 3 104 1 0 5 9 6.1 ， 
1. 農家世帯は農林省富山統計調査事務所「農家経済調査jti:ょb計算。会計年度





農家世帯は上層κなるにしたがって、世帯員 1人当 bの所得は上昇してb b、
2 9、 30年度。時点では 1.5～2町、 2町以上という上層では、農家世帯の
方が勤労働者世帯よ bも所得が上回って加え。したがって、 ζ の時点では、 1.5
lf以上層に bいては、むしろ農家世帯。方が有利であったのである。しかし、
ほほ 31年以降は、勤労者世帯の方が、所得。伸びが大き〈、 1. 5～2町層で
は逆κ勤労者世帯の所得。方が大き〈在ってきている。また最上層。 2lf以上
層でも豊作。年でゐった 3 0年では勤労者世帯κたいして、 1人当 b所得は










てよかるう。しかし、とοような傾向をもふ〈めて、現在でもま b、 1.5～2 















山県の対比κかいてみればどうか。芳 18.泰は、全国平均の数字である。 29 
芳18表全国農家所得と勤労者世帯実収入の年次別比較
農家所得① 錨姉勤労者世智掲民入＠ ①／② 
昭和26年 256,939 円 193,384 円 1 2虫5 % 
2 7 283,620 2 4号86 4 1 1 3.5 
世
2 8 302.656 31 2,3 OD 9 6. 9 
手管 2 9 3 1ス36 2 339,396 9 3.5 
当 3 0 358,098 350,028 1 0 2.3 
lJ 3 1 339,720 369,312 9 2. 0 
3 2 340,639 3 ・9 1, 9 6 8 8 6.9 
3 3 3 4ヌ46 9 415,956 8 4; 0 
昭和26年 五常71 2 4 2,3 9 0 9 3.7 
2 7 4 4,1 0 9 52,382 8 4.2 世
帯 2 8 47,513 6 5, 1 9 8 7 2.9 
員 2 9 50,778 7 0,7 0 7 7 1.8 
一 3 0 57.572 7 4.3 1 6 7 7,5 
人
当 3. 1 5 4. 9 7 1 82,620 
6 6.5 
!J 3 2 57,833 88,281 6 5. 5 
3 3 59,943 93,264 6 4.3 
｛注） 1. 農林省「農家経済調査1i.'-よび総理府統計局「家計調査報告jによる。
2. ①は舗十年度 ②は店主手
「農業の基本問題と基本対策解説肱1 3 6 7頁よD
一54 -
年では‘農家ID1人当 .！） ID所得は勤労者κ比して、全国では 71. 8 ~κ た加し
て、富山では 8史 5'/Jであ b、富山の方がまだしも、有利であるといえる。そ
れが 3 3年κは、いずれも農工の格差は拡大しているが、全国では 64.3'/IVC
なっているの Kたいして、富山では 86. 5 %となっている。すなわち、富山の
方が格差拡今大c率が小さいのだといえる。しかし富山県κbいても、 .35年ま






























うすといわざるをえない。か bk今後、 10年後は無理としても、 20年後ま
たは 30年後に農家戸数が半減しえたと、あえて仮定しても、その際の 1戸当






It( i,~ いてあるかどうか。支えw そもそも自立経営農家の育成をも含めて、共同
化。推進という構造政策自体が、わが国の現状にかいて果して、現実的な対策
かど 5か。こうした問題が更めて検討されざるをえないが、それは本稿。直接
課題ではないので、稿をあらためて分析しょ '.j0 
｛了）
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